
住宅用火災警報器は、
10年を目安に交換を 

お勧めします
　火災が発生した場合、住宅用
火災報知器があればいち早く火
災を知らせてくれます。
　また、「電池切れ」および「設
置してから10年以上経過してい
る住宅用火災報知器」は、内部
の電子機器が劣化しているおそ
れがあるため、本体の交換をお
勧めします。

家電４品目（テレビ・冷蔵庫・洗濯機・エアコン）の自宅回収について
　町では、小型家電リサイクル法の認定事業者であるリネットジャパンリサイクル株式会社、および家電４品目に関す
るサービス提供を行っているSGムービング株式会社と連携と協力に関する協定を締結し、家電４品目(テレビ・冷蔵庫・
洗濯機・エアコン)の自宅回収を始めました。

　料金やサービスの詳細、お申し込みに関してはリネットジャパンリサイクル株式会社
が運営する、こちらのWEBサイト、または電話番号からお願いします。

●詳細・お申し込み
　SGムービング株式会社
　URL: https://www.renet.jp/sg-renet/
　☎0570-056-006（ナビダイヤル　9:00～18:00）

� 町民課　生活環境係　☎86-6072

▲リネットジャパン
リサイクル株式会社

住宅用火災警報器等・悪質訪問販販売にご注意！！

おかしいと思ったら、はっきりと断って！

　香取広域市町村圏事務組合火災予防条例により、平成20年６月１日からすべての住宅に「住宅用火災警報器」の設置が
義務付けられています。住宅用火災警報器の設置義務化に伴い、悪質な訪問販売などが全国的に発生しておりますが、
消防署では商品の販売や無料配布などは行っておりませんので、次に紹介する事例を参考にだまされないように注意し
ましょう。

「消防署から来ました」

と消防職員をいつわる

ケース

「防災グッズを置いて

おくといいですよ」と

言って、販売または

無料配布を勧めてく

るケース

「住宅用火災報知器の

点検に来ました」と

言って、点検後に高額

な請求をするケース

「設置しないと罰金」と

おどし「今だけの特別価格」

を強調して買わせるケース 香取広域市町村圏事務組合
消防本部予防課　☎52-1192

町長日誌（11月）
  1日　庁議、情報セキュリティ委員会
  3日　ふれあいまつり、文化祭
  5日　�全国市町村長サミット2024IN千葉（幕張メッセ）
  6日　千葉県消防殉職者慰霊祭（県消防学校）
  7日　�千葉県防災対策会議地震対策部会、千葉県町村

会役員会（自治会館）
  8日　�千葉県後期高齢者医療広域連合議会定例会 

（ホテルポートプラザ千葉）
  9日　�フレンドリータウンデイズ（カシマサッカース

タジアム）
13日　�千葉県国民健康保険団体連合会理事会（国保会館）
14日　�千葉県総合事務組合議会（自治会館）、千葉県町

村会定例会・町村長自治研修会（自治会館）、意
見交換会（オークラ千葉ホテル）

18日～19日�  
　　　 東部地区町村会会長会議（青森県七戸町）
19日　全国町村会正副会長会・理事会（全国町村会）
20日　全国町村長大会（NHKホール）
26日　地域公共交通会議
27日　�千葉県市町村職員共済組合理事会（オークラ千

葉ホテル）
28日　�全国町村会正副会長会（全国町村会館）、要請活

動（農林水産省）、町村の振興を考える会（ホテ
ルニューオータニ）

29日　収税協力会臨時総会

東庄町養豚経営者協議会から豚肉の寄付をいただきました

　地元で生産している豚肉を食べてもらうことにより、子どもたちに食
への関心や農業への親しみをもってもらおうと、東庄町養豚経営者協議
会から東庄町産の豚肉が寄付され、11月26日（火）に学校給食で提供さ
せていただきました。
　寄付いただいた豚肉は、ケチャップなどでソテーした『ポークチャッ
プ』として提供され、給食を食べた子どもたちからは、「おいしい！」の
声があふれていました。

町と一般社団法人国際ドローン協会が 
「災害時等におけるドローンを活用した 

支援活動等に関する覚書」を締結
　町と国際ドローン協会は、令和６年６月25日に包括
連携協定を締結しました。
　今回締結した覚書では、ドローンによる技術支援の協
力を要請することを定め、包括協定内にある防災の項目
をより具体的にしました。
� 総務課　庶務係　☎86-6082

▲会長　清水　慎吾さん

当日の給食献立
・ごはん
・牛乳
・ポークチャップ
・ツナサラダ
・�香取の恵みまんてんみそ汁
・ひと口牛乳プリン

地域おこし協力隊の受け入れ団体を
募集します

　町では、地域の活性化および地域産業の振興を目的に、
昨年度より地域おこし協力隊を委嘱しています。
　現在、２人の隊員が町内で活動していますが、さらな
る地域課題の解決や移住・定住策に寄与するため、隊員
の拡充を目指し、新たなアプローチとして、隊員を受け
入れ、協働する民間企業や団体を募集します。
　人手・後継者不足などの解決や、広報活動や新たな名
産の開発など、受け入れの目的は問いません。
　また、費用は国が負担する制度であるため、発生しませ
ん。制度の詳細は総務省ホームページをご確認ください。
　受け入れについては下記までお問い合わ
せください。

� 総務課　企画財政係　☎86-6084
総務省ホームページ▶
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